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　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。�
　さて、当社第79期（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）
の営業の概況につきましてご報告申しあげます。�
�
全体の概況�
　当期の自動車業界におきましては、国内販売は、小型乗用車・
小型貨物車が前年を下回りましたが、新型車投入による普通乗用
車の増加に加え、ディーゼル排ガス規制による普通貨物車・バスの
代替需要があり、全体では前年並みとなりました。 輸出は、好調で
あった米国向けが落込みましたが、欧州向けが増加し、前年並み
となりました。�
　このような情勢の中で、当社は、かねてより自動車用内装システ
ムサプライヤーとして、研究開発・生産技術力の強化とともに事業
拡大を進めており、当期は、ＲＡＶ４、タント、クラウンが生産開始にな
りました。現在は、ＩＭＶなど海外生産車を含め24車型を受託し開
発を推進しております。自動車用フィルター総合メーカーとしては、
オートマチック・トランスミッション用フィルターをはじめ、除塵脱臭機
能を強化したキャビンエアフィルターやガソリン蒸気を吸着するフィ
ルターなどの開発と生産に注力しております。�
　また、リサイクル性の高い天然繊維（サイザル繊維）を使用した
成形天井や環境負荷量を半減したオイルフィルターの開発、国内
全工場でのゼロエミッション達成など環境に配慮した取り組みを進
めております。�
　海外におきましては、昨年4月に、米国に、成形天井の生産会社 
トヨダボウ マニュファクチャリング ケンタッキーLLC.を、中国に合弁で、
内外装部品の生産会社 天津英泰汽車飾件有限公司をそれぞれ
設立し、グローバルにお客様の要請に応えられるよう生産拠点の
拡充を推進しております。�
　また、当社とアラコ株式会社及びタカニチ株式会社は、昨年10
月に、本年10月1日を目途に合併する旨の合併基本合意を締結い
たしました。�
�
業績�
　当期の単独決算につきましては、売上高は、自動車関連が、内
装システム製品やエアフィルター、エアバッグ用袋体などの増産増
収により、前期に比べ11,559百万円(12.5%)増加の103,990百万
円となりました。繊維関連は、ほぼ前期並みの910百万円となりま
した。売上高合計では、前期に比べ11,587百万円（12.4%）増加の
104,901百万円となりました。経常利益は、製品構成・製品価格変
動等の影響や労務費の増加などの減益要因はありましたが、増産
増収の影響、社内合理化と原価改善などにより、前期に比べ690
百万円（16.2%）増加の4,959百万円となりました。また、当期純利
益は、前期に特別利益に計上した厚生年金基金代行部分返上

益などがなくなり20百万円（0.7%）微増の2,865百万円となりました。�
　連結決算では、売上高は、前期に比べ11,232百万円(10.5%)増加
の118,553百万円となりました。利益につきましては、北米子会社で
の減収や新規海外子会社の固定費負担などがありまして、経常利
益は、前期に比べ308百万円(6.2%)増加の5,314百万円、当期純利
益は、前期に比べ163百万円(5.4%)減少の2,839百万円となりました。�
�
配当金�
　当期の配当金につきましては、昨年11月に中間配当金として�
１株につき4円をお支払いさせていただきましたが、期末の配当金
につきましては、１株につき5円とし、年間としては前期に比べ1円
増加の１株につき9円とさせていただきました。�
�
今後の見通しと取り組み�
　今後の見通しにつきましては、国内景気は緩やかな回復傾向
が見られますものの、その牽引役となっている中国・米国の海外景
気の不透明感や為替動向・国際紛争などのリスク要因により、依
然として予断を許さない状況が続くものと思われます。�
　このような中で、当社は、お客様の信頼と満足が得られる製品
づくりに努力するとともに、経営管理体制の整備・充実、国際競争
力をそなえた世界No.１の技術・商品の提供、現地生産・調達体制
の整備、原価低減活動の推進、環境・安全・品質を最優先にした「モ
ノづくり」など、収益体質の強化を重点とした諸施策に積極的に取
り組んでまいります。�
  更に、本年10月の合併によりまして、開発力の強化と海外展開を
一段と加速させ、新技術・新商品を世界に提供できる自動車部品
新会社として、世界トップレベルのグローバル総合内装システムサ
プライヤーおよびフィルター総合メーカーを目指してまいります。�
　株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援とご指
導を賜りますようお願い申しあげます。�
�
平成16年6月�
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3.単独売上高の構成�

1.単独売上高の推移�1.連結売上高の推移�

2.単独利益の推移�

3.連結子会社および関連会社�
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サンバイザー�

センターピラーガーニッシュ� 成形天井�

クォータピラーガーニッシュ�

その他�
トランクルームトリム一式�

ドアトリム�
フロアカーペットおよび�
フロアサイレンサー�

トンネルサイレンサー�

ダッシュサイレンサー�

フロントピラーガーニッシュ�

出典：トヨタ自動車「新型車解説書」�

当社の内装技術を採用した内装システム製品が３車型に搭載�
　車１台分の内装（シート・インパネを除く）を一括してシステム発注を受け開発・生産を行う内装システムサプライヤーとして、�研究開発・
生産技術力強化とともに事業拡大を進めており、当期はRAV4、タント、クラウンの３車型が生産開始になりました。�

世界初 環境にやさしい�
天然繊維を使用した��
成形天井を開発、生産�

　リサイクルしやすい天然繊維（サイザル繊維)を
使用した成形天井を、世界で初めて開発し、生産
を開始しました。残りカスを残さず完全焼却でき、
従来より軽量化を実現しました。新型「クラウン」
に搭載されています。�

トヨタ「RAV４｣�

ダイハツ「タント｣�

新型「クラウン」 に搭載している内装システム製品�

トヨタ「クラウン」�

左：成形天井製品�

下：サイザル�
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新型花粉除去フィルターを開発、完成�
　カーエアコンの風量を確保しながら、除塵性能を高めた花
粉対策のカーエアコン用フィルター「クリーンエアフィルター花
粉除去タイプ」を開発・完成させました。代表的な花粉をほぼ
100％除去できる業界トップクラスの能力を備えています。本
年2月より、本社・刈谷工場で生産を開始しています。�

第37回東京モーターショーに出展�
�　昨年10月から11月にかけて開催された第37回東京モータ
ーショーに当社のブースを設け、自動車部品メーカーとして国
内外へアピールしました。�

国内全工場でゼロエミッション達成�
　国内全8工場において、ゼロエミッション(埋立廃棄物の平
成9年度比95％減)を達成しました。廃プラを高炉の還元剤
やセメント原料に活用したり、廃水処理の過程で生じる汚泥
を肥料にしたりするなどのリサイクルを進めています。�

女子バスケットボール部日本リーグ（W1）昇格決定�
　平成15年度 全日本実業団連盟バスケットボール選手権
大会における結果により、当社女子バスケットボール部は平
成16年度より日本リーグ（W１リーグ）へ昇格となりました。�

当社で生産する全ての自動車部品・材料で�
「QS-9000」認証を取得�

　昨年7月、当社で生産する
全て�の自動車部品･材料に
ついて�米国ビッグ3の品質シ
ステム規格�「QS-9000」認証
を取得しました。�

搭載例�

クリーンエアフィルター�
（キャビンエアフィルター）�
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岩手県に外装部品生産子会社を設立�
　昨年4月、岩手県に自動車用外装部品生産子会社「株式
会社ＴＢ岩手」を設立しました。フェンダーライナー、エンジン
アンダーカバーの生産と得意先へのタイムリーな供給を行っ
ています。�

中国に内外装部品生産拠点を設立�
　昨年4月、中国天津市にアラコ株式会社、タカニチ株式会社、
現地企業との合弁で、自動車内外装部品生産会社「天津
英泰汽車飾件有限公司」を設立しました。中国におけるお
客様の要請に応えられるよう、高品質な製品を生産・供給し
ます。�

北米に成形天井生産子会社を設立�
　昨年4月、米国ケンタッキー州に、自動車用成形天井の生
産子会社「トヨダボウ マニュファクチャリング ケンタッキーLLC.」
を設立しました。米国における自動車用内装材の技術力・生
産力強化をめざします。�

中国子会社で「QS-9000」認証取得�
　本年3月、上海豊田紡汽車部件有限公司が、同社の全製
品（ストラップ、シートベルトウェビング、ラゲージネット、用品マ
ット）について、「QS-9000」認証を取得しました。�

完成予想図�

竣工式�



6

アラコ株式会社、タカニチ株式会社と３社合併基本合意書に調印�
　当社とアラコ株式会社およびタカニチ株式会社は、昨年
10月3日に合併基本合意を締結しました。��
　３社の合併により、シート・ドアトリム・天井・カーペットなど内
装全体が事業領域となり、個々の技術の高度化に加え、自
動車の室内全体を見据えた開発・提案が可能となります。また、
各社のノウハウを結集し、リソーセスを総合的・効率的に活用
することにより、開発力強化とグローバル化への対応を一段
と加速、展開していくことが可能となります。�
　なお、本年5月10日に合併契約を締結し、本年10月1日の
合併に向けて準備を進めております。新会社名は「トヨタ紡
織株式会社」となります。�

シートシステム�

ドアトリム�内装システム�

ドアトリム�

シートシステム�

世界トップレベルの内装システムサプライヤー・フィルターメーカー�へ�
1. 快適な車室空間の提供��

2. 世界トップの自動車用フィルターの提供��
3. グローバルな供給体制の構築�

アラコ�

豊田紡織�

タカニチ�

新会社��
グローバル総合内装システム�
サプライヤー�

内装システムサプライヤーの変化�
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主な製品紹介�

●紡績　　　   混紡糸� ●編織             綿化合繊編・織物、二次製品�

自動車関連�

繊維関連�

●内装品�

●フィルター�

●部品�

〈エアフィルター〉� 〈キャビンエアフィルター〉� 〈オイルフィルター〉� 〈オートマチック・トランスミッション用フィルター〉�

〈成形天井〉�

〈サイレンサー〉�

〈フェンダーライナー〉� 〈バンパ〉� 〈インテークマニホールド〉� 〈回転センサー〉�

〈用品マット〉�〈シートファブリック〉� 〈ストラップ/シートベルトウェビング〉� 〈フロアカーペット〉�

その他�
天井材、ピラーガーニッシュおよび�
上記を使用した内装システム製品　など�

その他�
イグニッションコイル、�
タイミングベルトカバー、�
ABSコイル　など�

〈ドアトリム〉� 〈カーテンシールドエアバッグ袋体〉�〈本木パネル〉�

〈ドアシェード〉� 〈トノカバー〉�

〈デッキボード〉�
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連結決算�

■連結貸借対照表�
(平成16年3月31日現在)

（資産の部）         �

流 動 資 産 �

現 金 預 金           �

受取手形及び売掛金          �

有 価 証 券           �

た な 卸 資 産           �

繰 延 税 金 資 産           �

その他の流動資産           �

貸 倒 引 当 金           �

�

固 定 資 産 �

有 形 固 定 資 産 �

建 物 及 び 構 築 物           �

機械装置及び運搬具          �

工 具 器 具 備 品           �

土 地        

建 設 仮 勘 定           �

無 形 固 定 資 産 �

連 結 調 整 勘 定           �

そ の 他           �

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券           �

その他の投資その他の資産�

�

�

�

�

�

合　　計�

売 上 高�

売 上 原 価�

売 上 総 利 益�

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費�

営 業 利 益�

営 業 外 収 益       

営 業 外 費 用�

経 常 利 益�

税 金 等 調 整 前当期 純 利 益�

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額�

少 数 株 主 利 益（減算△）�

当 期 純 利 益�

（負債の部）         �

流 動 負 債 �

支払手形及び買掛金�

短 期 借 入 金 �

一年内返済の長期借入金�

未 払 法 人 税 等 �

未 払 費 用 �

その他の流動負債�

�

固 定 負 債                     

長 期 借 入 金 �

退 職 給 付 引 当 金 �

役員退職慰労引当金�

その他の固定負債          �

負 債 計 �

�

（少数株主持分）         �

少 数 株 主 持 分         �

�

（資本の部）         �

資 本 金 �

資  本  剰　余　金�

利　益　剰　余　金�

その他有価証券評価差額金�

為替換算調整勘定�

自 己 株 式 �

資 本 計 �

�

合　　計�

３５,７９４�

５,８８６�

１９,３０９�

３,２１９�

３,９２６�

１,５３８�

２,０２５�

△  １１１�

�

３５,６３８�

３０,４５０�

１０,８７３�

１１,８４１�

３,３５４�

２,９５３�

１,４２６�

６３８�

４３９�

１９９�

４,５４９�

２,８８０�

１,６６９�

�

�

�

�

�

７１,４３３�

１１８，５５３�

１０６，３０１�

１２，２５２�

６，９２０�

５，３３１�

４２１�

４３８�

５，３１４�

５，３１４�

３，１３１�

△  ８６０�

△  ２０５�

２，８３９�

３２,６９８�

１７,５９２�

４,９２３�

１,２５１�

２,０５２�

５,４４５�

１,４３１�

�

７,１６５�

３,１３６�

３,０７８�

６５８�

２９１�

３９,８６４�

�

�

２,１７３�

�

�

４,９３３�

２,７９７�

２１,５７８�

   ９５９�

△  ４６７�

△  ４０５�

２９,３９６�

�

７１,４３３�

科　　目� 金　額� 科　　目� 金　額�

科　　目� 金　額�

科　　目� 金　額�

（単位：百万円）�
■連結損益計算書�
（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）� （単位：百万円）�

■連結キャッシュ・フロー計算書�
（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）� （単位：百万円）�

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー�

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額�

Ⅴ現金及び現金同等物の増加（△減少）額�

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高�

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高�

�

９，８１４�

△ ９，９６１�

△ １,２１３�

△　３１５�

△ １，６７５�

１０，７８１�

９，１０５�

�
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�

単独決算�

■貸借対照表�
（平成１６年３月３１日現在）�

（注）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　５４，９７４百万円�

（注）１株当たりの当期純利益　　　　　　　　　　　　          41円47銭�

（資産の部）�
流 　 動 　 資 　 産 �
現 金 預 金         �
受 取 手 形         �
売 掛 金         �
有 価 証 券         �
製 品        
原 材 料         �
仕 掛 品         �
貯 蔵 品         �
繰 延 税 金 資 産         �
短 期 貸 付 金         �
未 収 入 金         �
その他の流動資産�
貸 倒 引 当 金         �

固 　 定 　 資 　 産 �
有 形 固 定 資 産        �
建 物        
構 築 物         �
機 械 装 置         �
車 両 運 搬 具         �
工 具 器 具 備 品         �
土 地        
建 設 仮 勘 定         �
無 形 固 定 資 産        �
施 設 利 用 権         �
投資その他の資産       �
投 資 有 価 証 券         �
子会社株式・出資金�
出 資 金         �
長 期 貸 付 金         �
長 期 前 払 費 用         �
繰 延 税 金 資 産         �
そ の 他 の 投 資         �
貸 倒 引 当 金 �

�
合　計�

売 上 高     

売 上 原 価 �
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 �

営 業 利 益       

営 業 外 収 益           �

受 取 利 息 及 び 配 当 金             
そ の 他 の 営 業 外 収 益             

営 業 外 費 用           �

支 払 利 息    
そ の 他 の 営 業 外 費 用            

経 常 利 益       

税 引 前 当 期 純 利 益           �

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税           �
法 人 税 等 調 整 額        

当 期 純 利 益          

前 期 繰 越 利 益       
中 間 配 当 額     

当 期 未 処 分 利 益           

（負債の部）�
流 　 動 　 負 　 債 �
支 払 手 形         �
買 掛 金         �
１年内返済の長期借入金�
未 払 金         �
未 払 法 人 税 等         �
未 払 費 用         �
その他の流動負債�

固 　 定 　 負 　 債 �
長 期 借 入 金         �
退 職 給 付 引 当 金         �
役員退職慰労引当金        �
預 り 保 証 金         �

負　債　計�
（資本の部）�

資 本 金        �
資 本 剰 余 金 �
資 本 準 備 金         �

利 益 剰 余 金 �
利 益 準 備 金 �
任 意 積 立 金 �
特別償却準備金        �
固定資産圧縮積立金        �
別 途 積 立 金         �

当 期 未 処 分 利 益         �
株式等評価差額金�
自 己 株 式 �

資　本　計�
�
�
�
�
�
�
�

合　計�

�
３１，５１９�
４，４３２�
２７８�

１８，１９９�
２，６８７�
８９３�
６４１�
８８７�
２６３�
１，４７２�
３１９�
１，４５７�
１００�

△  １１３�
３１，２００�
２２，１２２�
　  ８，０２３�

５３９�
７，５７８�
１１８�
３，２０６�
２，６０３�
５１�

　　　　　２２�
２２�

　　９，０５５�
２，８８１�
４，５６６�
３８１�
１４�
１８�

１，００２�
２０２�

△    １２�
�

６２，７２０�

１０４,９０１�

９３,８７３�
６,１６１�
４,８６５�

４４９�

８７�
３６１�
３５５�

９９�
２５５�
４,９５９�

４,９５９�

２,９２０�
△   ８２７�
２,８６５�

７８８�
２６６�
３,３８８�

�
２６，０１１�
２９３�

１５，７５７�
１，２５０�
１，７００�
１，９８８�
４，９３２�
８８�

７，０５３�
３，１２５�
３，０６２�
６５１�
２１５�

３３，０６４�
 �

４，９３３�
２，７９７�
２，７９７�
２１，３７０�
１，２５２�
１６，７３０�
４０�
６１９�

１６，０７０�
３，３８８�
９５９�

△  ４０５�
２９，６５５�

�
�
�
�
�
�
�

６２，７２０�

科　　目� 金　額�

摘　　要� 金　額�

科　　目� 金　額� 科　　目� 金　額�

（単位：百万円）�
■損益計算書�
（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）� （単位：百万円）�

■利益処分�

当 期 未 処 分 利 益�
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額�
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額�

合　　　　　計�

これを下記のとおり処分いたします 。�

株 主 配 当 金�
（1株につき5円）�

取 締 役 賞 与 金�
監 査 役 賞 与 金�
特 別 償 却 準 備 金�
別 途 積 立 金�
次 期 繰 越 利 益�

３，３８８，２２０，０４６�
９，６２１，９６３�
５０，０１５，６４６�

３，４４７，８５７，６５５�

�

３３２，８７０，３０５�
�

　９９，０５０，０００�
５，６００，０００�
６１， ４８０，２１７�

２,１００，０００，０００�
８４８，８５７，１３３�

（注）平成15年9月30日の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む）に記載された株主
または登録質権者に対して、平成15年11月26日に1株につき4円、総額
266,311,608円の中間配当を実施いたしました。�

資産の部� 負債及び資本の部�

円�

円�

�
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会社の概要�

 �

 �

 �

      �

     �

�

  �
  �
�

          �
   �

    �

   �

 �

     �
      �

愛知県刈谷市豊田町�
１丁目１番地�
東京、大阪�
刈谷、大口、木曽川、�
尾西、豊橋、豊田、�
田原（以上愛知県）、�
岐阜�

昭和25年5月�
4,933百万円�
2,006名�

設 立 �
資 本 金 �
従業員数�
本 社�
�
営 業 所�
工 場�

■会社の概要（平成１６年３月３１日現在）�

■株式の状況（平成１６年３月３１日現在）� ■役員（平成１６年３月３１日現在）�

１．株式の総数�

　発行する株式の総数�

　発行済株式の総数�

２．株主数�

３．大株主（上位１０名）�

200,000,000 株�

67,174,338 株�

4,871 名�

東 和 不 動 産 株 式 会 社�

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社�

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社�

株 式 会 社 デ ン ソ ー�

豊 田 通 商 株 式 会 社�

株 式 会 社 豊 田 自 動 織 機�

日本 ﾏ ｽ ﾀ ｰ ﾄ ﾗ ｽ ﾄ 信託銀行株式会社�

豊 田 紡 織 従 業 員 持 株 会�

三井住友海上火災保険株式会社�

長 谷 虎 紡 績 株 式 会 社�

18,346,209�

10,453,000�

4,052,000�

3,992,000�

3,545,000�

3,500,000�

964,000�

843,947�

800,000�

750,000

取 締 役 社 長�

取締役副社長 

専 務 取 締 役�

専 務 取 締 役�

専 務 取 締 役�

常 務 取 締 役�

常 務 取 締 役�

常 務 取 締 役�

取 締 役�

取 締 役�

取 締 役  �

取 締 役  �

取 締 役�

取 締 役 �

取 締 役  �

取 締 役�

取 締 役 �

取 締 役  �

取 締 役�

常 勤 監 査 役�

監 査 役�

監 査 役�

監 査 役�

好 川 純 一 �

中 村 浩 之 �

服 部 昌 幸�

土 肥 義 彦�

植 　 田 　 　 　 豊�

高 村 誠 也�

澤 崎 忠 昭 �

村 瀬 英 己  �

齋 藤 明 彦�

古 川 晶 章�

鈴 木 啓 一�

栗 谷 本              強�

渡 辺 俊 充�

千 石 郁 夫 �

田 口 喜 夫�

飯 田 耕 次�

小 林 伸 行�

鈴 木 雅 史�

上 田 広 司�

山 守 則 敏   

渡 辺 捷 昭   

石 川 忠 司   

吉 田 勝 博   

株�

株　主　名� 株式数�

■連結会社�

●連結子会社�
●持分法適用会社�

日本�
●アイホー（株）�
●（株）ティービーサービス�
●（株）ティービーハイテック�
●（株）TB岩手�
●ハイニード工業（株）�
●（株）アイテック�

中国�
●上海豊田紡汽車部件（有）�
●天津英泰汽車飾件（有）�

タイ国�
●トヨダボウアジア（株）�
●トヨダボウフィルトレーションシステム（タイランド）（株）�
●STBテキスタイルズインダストリー（株）�
●タイシートベルト（株）�

米国�
●トヨダボウアメリカ（株）�
●ティービーオートパーツマネージメント（株）�
●TBDNテネシー（パートナーシップ）�
●トヨダボウマニュファクチャリングケンタッキーLLC.�
●エコ・テクノロジー（株）�

■会計監査人� 中央青山監査法人�



３月３１日�
６月�
３月３１日�
なお、中間配当を実施するときの中間配当金支払株主確定日は９月３０日であります。�
毎年3月３１日の最終の株主名簿に記載された株主（実質株主を含む。）をもって、その決算期に関する定時株
主総会において権利を行使することができる株主とします。�
その他必要があるときは、あらかじめ公告して基準日を定めます。�
�
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 〒100-0005�
ＵＦＪ信託銀行株式会社�
東京都江東区東砂七丁目１０番１１号 〒137-8081�
ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部�
電話＜03＞5683-5111（代表）�
ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店�
野村證券株式会社　本店および全国各支店�
株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のUFJ信託銀行の電話およびインターネットでも24時間承っております。�

　電話（通話料無料）　＜0120＞24-4479（本店証券代行部）�

　　　　　　　　  　  ＜0120＞68-4479（大阪支店証券代行部）�

　ホームページアドレス http://www.ufjtrustbank.co.jp/ �

中日新聞、日本経済新聞�
なお、貸借対照表および損益計算書は、当社のホームページ�

http://www.toyoda-boshoku.co.jp/japan/ir/bs_pl/　に掲載しております。�

東京および名古屋の各証券取引所�
愛知県刈谷市豊田町１丁目１番地 〒448-8651�
電話＜0566＞23-6611（代表）�

決 算 期  �
定 時 株 主 総 会 �
配当金支払株主確定日�
�
基 準 日 �
�
�
株 式 名 義 書 換 �
名義書換代理人�
�
同 事 務 取 扱 所 �
�
�
取 次 所 �

�
�
�
�
�
公 告 掲 載 新 聞  �
�
�
上 場 証 券 取 引 所 �
本 社 所 在 地 �

ホームページで最新情報をお知らせしています。�
http://www.toyoda-boshoku.co.jp/ 本紙は環境に配慮した植物性大豆油インキを使用しています。�

株式事務のお取扱いについて�

古紙配合率100％再生紙を使用しています。�
�

1. 平成16年4月1日より、売買単位を1,000株から100株に変更しております。なお、ご所有の株券が、100株券以外の場合、その株券が無効
　 となるわけではありませんが、そのままでは100株単位の売買取引にご使用いただけませんので、株券保管振替制度をご利用になるか、ま
　 たは100株券へのお引換えをお勧めします。�
2. 平成16年10月1日より、当社は合併に際し商号を「トヨタ紡織株式会社」に変更いたします。ご所有株券の引換えのご案内は、平成16年
　 9月30日頃にお届出のご住所宛にお送りいたしますので、お手続きくださいますようお願い申し上げます。�
3. ご不明な点は、UFJ信託銀行証券代行部 (電話＜03＞5683-5111(代表)) へお問合せください。�

お知らせ�


